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1.      導入�



世界の観光産業　６００兆円の市場規模�

世界のGDPの9.3%を占める巨大産業�

原田  宗彦�
スポーツツーリズムによる日本経済の活性化  −�
東京五輪に向けて中小企業がなすべきこと−�

世界雇用の12人に１人が観光産業に従事�

2020年には13.6億人に達すると予想�

観光産業の台頭�

国内旅行消費額22.5兆円(2012),  生産波及効果46.7兆円,  399万人雇用創出�

(観光庁）�



我が国におけるサービス業の重要性�

第３次産業の中でも、とりわけ宿泊・飲食・観光業を内包するサービス業が日本経済に影響力をもつ�

出所：内閣府�



変化適応に迫られる日本経済�

日本　人口減少→内需衰退は確実�
�

観光業→かつての内需依存から脱皮が必要　�
�

国内旅行減少、観光地域＋関連産業の衰退�

今後はインバウンド需要増加に注力する必要がある�

（ex.  国内の旅行業者取扱額　1996年9.  92兆円→2011年6.29兆円=４割減）� (観光庁）�



インバウンド観光における必要性�
�

「観光＋＠」で付加価値を増大、差別化する有効性�
�

①ニューツーリズムとしてのスポーツツーリズム�
→次章にて�

世界的に観光需要が増加、インバウンド観光の伸びは世界的傾向�

②今後急増するアジア地域の富裕・中間層の取り込みが成長戦略の課題�
→4章にて�



2.　  成長戦略としてのスポーツツーリズムの役割�
	




スポーツツーリズムの定義�

スポーツを起爆剤として、訪日外国人を取り込み、
幅広い産業への経済波及効果をもたらすこと。�



スポーツツーリズムとは�
スポーツで人を動かす仕組み作り　（2014  原田）�

欧米�

・不況に強い�

・成長率が高い観光領域�

�

日本�

スポーツ＋ツーリズムは異質�

⇒施設や自然資源を活用できる�

⇒大きなマーケットが存在�

	
  



日本の産業構造の変化�

欧米・アジア諸国は早くからスポーツツーリズ
ムを�

国家戦略として注力�

→日本は周回遅れ�

�

2012年　JSTA設立　スポーツツーリズムの推
進�

�



スポーツツーリズムの潜在力の証明�

�

「ビジット・ブリテン」　（スポーツツーリストの消費行動調査）�

2005年　英国を訪れた外国人旅行客3千万人を対象�

8.03％（240万人）がスポーツを観戦、参加�

	
  
	
  

観光消費額� 滞在日数�

スポーツツーリスト� 11万2千円� 14日�

一般観光客� 8万1千円� 8日�



スポーツツーリズムの定義�

スポーツを起爆剤として、訪日外国人を取り込み、
幅広い産業への経済波及効果をもたらすこと。�



スポーツツーリズムとは�
スポーツで人を動かす仕組み作り　（2014  原田）�

欧米�

・不況に強い�

・成長率が高い観光領域�

�

日本�

スポーツ＋ツーリズムは異質�
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スポーツ観戦	


スキー・スノーボード	


自然体験	


イベント	


四季の体感	


温泉入浴	


自然・景勝地観光	


繁華街の街歩き	


日本食を食べる	


今回したこと	
 次回したいこと	


(2013年　消費動向調査　観光庁)	


訪日外国人が今回したこと/次回したいこと�



日本の産業構造の変化�

欧米・アジア諸国は早くからスポーツツーリズムを�

国家戦略として注力�

→日本は周回遅れ�

形のあるものづくり産業から、形のないサービス
産業への転換�

�

2012年　JSTA設立　スポーツツーリズムの推進�

�



スポーツツーリズムの潜在力の証明�

�

「ビジット・ブリテン」　（スポーツツーリストの消費行動調査）�

2005年　英国を訪れた外国人旅行客3千万人を対象�

8.03％（240万人）がスポーツを観戦、参加�

	
  
	
  

観光消費額� 滞在日数�

スポーツツーリスト� 11万2千円� 14日�

一般観光客� 8万1千円� 8日�
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 ４～６日間	
 ７～１３日間	
 １４～２０日間	
 ２１～２７日間	


外国人旅行客　平均泊数（回答者  7033人）�

回答数	


日本旅行＋スポーツイベント参加で
滞在日数を延ばす！�



3.  スポーツ市場と観光市場拡大による裏付け�
�



スポーツ市場の規模�



スポーツイベントのマーケットの拡大�

スポーツイベントによる収入は安定的に増加している。�

2009年584億ドルから2013年761億ドルに上昇した。�

アメリカ、ブラジル、イギリス、フランス等すべての国でGDPの伸び、さらには�
他の多くの市場よりもスポーツ市場の伸びが大きい�

出所：AT	
  Kearney,	
  The	
  Sports	
  Market	




スポーツ市場の収入増加�



スポーツは他分野に経済的波及効果がある�

未だ日本ではスポーツのビジネス色が薄く、取り組み次第で�
スポーツ興行には十分な伸び代がある→そこでスポーツツーリズムの出番である�
�



訪日外国人数と消費額の推移�

旅行市場�





アジアが訪日外国人数に占める割合は78%	






グラフで見ると�



出所：観光庁�

(日本の航空会社等に支払われる旅客運賃は含まれていない）�





結果�

訪日外国人数、消費額ともに増加傾向で、特にアジア地域において顕著。�

よって、アジア地域に焦点を当て、それらの日本の観光等サービス業に対する需要�
を伸ばしていくことは十分に見込める。�



4.      スポーツツーリズムにおいてアジアは最大の市場�



アジアが訪日外国人数に占める割合は78%	




アジア市場は恰好のターゲット�

•  アジアの中間所得者層の増加�

•  格安航空の普及�

•  アジア発の旅客へのビザ発給緩和�





中間層増大の予測�

三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング、２０１１	




アジアの関心�

•  日本の特色に興味を持つアジア(一例とし
ては北海道や、スキーなどのウィンター
スポーツ）�

•  アジア競技大会の規模の増大(ＪＯＣ)�

•  さまざまなアジア大会の開催と、規模の
増大　(ＪＯＣ)�





ニセコに見るアジアの動向�



5.  結論�



日本経済の変化�
⇩�

インバウンド観光の必要性�
⇩�

アジア市場をターゲットとした�
スポーツツーリズム事業の展開�



１、　日本経済の変化	
  

２、　訪日外国人数、消費額増加のデータから、今後観光業が日本経済にもつ	
  
役割は大きい	


３、　サービス業の一つであるスポーツ興行の伸び代は十分にあり、スポーツ業界	
  
全体で見る経済的影響力は絶大	


５、　観光業とスポーツ産業を組み合わせたスポーツツーリズムを経済発展の	
  
基盤として活用してくことは非常に有効である	


４、　近年アジア諸国の経済発展、人口増加は顕著であり、地理的近さからも	
  
ビジネスマーケットとして利用するほかない	
  



スポーツツーリズムによってさらなる訪日外国人の増加を実現し、�
�

市場としてアジアからの需要増加による観光業収入、�
ひいては他分野の産業への波及効果額の目標数値を設定、�

そこから生まれる需要によって日本GDPの増加を支え、�
これらを成長戦略の基盤とし、日本経済の持続的成長に貢献することである。�

提案�

①	


②	


③	




引用・参考した先行研究	


工藤 康宏・野川 春夫	

	


スポーツ・ツーリズムにおける研究枠組みに関する研究	


―“スポーツ”の捉え方に着目して―	
  

観光庁	
 『スポーツツーリズム推進基本方針』	
  2011年	


原田 宗彦	
 スポーツツーリズムによる日本経済の活性化 −	
  
東京五輪に向けて中小企業がなすべきこと−	


藤原裕之	
 期待集まる外国人観光客の消費	




ご清聴ありがとうございました！	



